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（１）水防災関係リンク集 1/7

水防に役立つ各種ホームページをお知らせします。

・重ねるハザードマップ ：洪水、土砂災害、高潮、道路防災情報、地形分類を重ねて表示できます。

https://disaportal.gsi.go.jp/』

・水害リスクライン ：6時間先の予測水位が確認できます。

※必要に応じて、予測水位が確認出来る「URL」「ID」及び「パスワード」

を連絡します。

・川の防災情報 ：雨の状況、川の水位、浸水の危険性、川の予警報、ライブカメラ画像など、

リアルタイムの情報を入手できます。

『https://www.river.go.jp/index』

・地点別浸水シミュレーション検索システム（浸水ナビ）

：河川が堤防決壊などにより氾濫した際に、いつ、どこが、どのくらいの深さ

まで浸水するかをアニメーションやグラフで情報を提供しています。

『https://suiboumap.gsi.go.jp/』

・防災ポータル ：7カ国語で各種防災情報を表示します。

『https://www.mlit.go.jp/river/bousai/olympic/』

(3-A)

(1-A)

(3-A)

(2-B)

(2-D)
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（１）水防災関係リンク集 2/7

1/2「重ねるハザードマップ」がユニバーサルデザイン化されました。1/2

洪水
（想定最大規模） 土砂災害 高潮

(想定最大規模）

津波
（想定最大規模）

道路防災情報 地形分類

洪水
内水

災害の種類
から選ぶ

土砂災害 高潮 津波
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（１）水防災関係リンク集 3/7

2/2「重ねるハザードマップ」がユニバーサルデザイン化されました。2/2
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「水害リスクライン」では、上流から下流まで連続的に洪水の危険度とともに6時間
先の予測水位が確認できます。

（１）水防災関係リンク集 4/7

上流から下流までの洪水の危険度
（イメージ）→

←6時間先の予測水位
（イメージ）

浸水想定区域図の重ね合わせ
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（１）水防災関係リンク集 5/7

「川の防災情報」では、スマートフォンやインターネットで水位情報や河川カメラ
画像などをリアルタイムで配信し、いつでも、どこでも避難に必要な情報を入手
できる情報を提供します。

出典:国土交通省 河川事業概要2023 6



（１）水防災関係リンク集 6/7

「浸水ナビ」では、河川が堤防決壊などにより氾濫した際に、いつ、どこが、
どれくらいの深さまで浸水するかをアニメーションやグラフで提供しています。
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（１）水防災関係リンク集 7/7

「防災ポータル」では、防災情報307サイトがひとまとめになっているサイトです。
また、7カ国語で各種防災情報を提供します。

出典:国土交通省 河川事業概要2023 8



（２）観光客（外国人向け）アプリの紹介（2-B）1/2
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（２）観光客（外国人向け）アプリの紹介（2-B）2/2
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（３）個別避難計画の活躍例と支援策の紹介（1-F） 1/7 内閣府

https://www.bousai.go
.jp/taisaku/hisaisyagyo
usei/yoshiensha.html

https://www.bousai.go
.jp/taisaku/hisaisyagyo
usei/r4kohou.html

https://www.bousai.go
.jp/taisaku/hisaisyagyo
usei/r4modeljigyo.html

P14

P17

P16
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（３）個別避難計画の活躍例と支援策の紹介（1-F） 2/7 内閣府
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（３）個別避難計画の活躍例と支援策の紹介（1-F） 3/7 内閣府
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（３）個別避難計画の活躍例と支援策の紹介（1-F） 4/7 内閣府
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（３）個別避難計画の活躍例と支援策の紹介（1-F） 5/7 内閣府
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（３）個別避難計画の活躍例と支援策の紹介（1-F） 6/7 内閣府
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（３）個別避難計画の活躍例と支援策の紹介（1-F） 7/7 内閣府
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（４）要配慮利用施設の避難事例（情報提供依頼） （1-F）

要配慮利用施設における避難事例がありましたら、情報提供してください。
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（５）要配慮者利用施設の避難確保の取り組み（1-F）1/3
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（５）要配慮者利用施設の避難確保の取り組み（1-F）2/3
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（５）要配慮者利用施設の避難確保の取り組み（1-F）3/3
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 1/15

（別添１）

（別添２）

22



（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 2/15

（別添３）

（別添４）

（別添５）
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 3/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 4/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 5/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 6/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 7/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 8/15

29



（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 9/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 10/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 11/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 12/15

33



（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 13/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 14/15
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（６）流域治水のさらなる加速化に向けて 15/15

保険加入者
住宅への設置
による、被害
状況の把握、
保険金支払
いの円滑化

警備対象施
設における浸
水被害の早
期検知、対
応の迅速化

店舗施設
における浸
水被害の
早期検知、
対応の迅
速化

河川における
越水や破堤の
早期把握

各種ファシリティ
の浸水把握

地域の被害把握、災害対応の迅速化

浸水センサ

データ集約

河川管理

市町村

施設管理

保険会社

警備会社

店舗管理

排水ポンプ
車の配置の
迅速化

【既存の技術】 【技術開発】

ヘリによる調査

痕跡調査

リアルタイム性
・悪天候時に調査不可
・夜間調査不可

機動力
・広範囲の調査不可
・多数の人材確保
・専門の技術者が必要

・小型
・低コスト
・⾧寿命

ワンコイン浸水センサ
【災害時】
・早期の人員配置
道路冠水による通行止め
避難所の開設 等

・ポンプ車配置の検討
【復旧時】
・罹災証明（自治体等）の
簡素化・迅速化

・保険の早期支払い
・災害復旧の早期対応

など

令和3年度
・実証実験準備会合を開催
・実証実験に向けてセンサの仕様
や実施内容を検討・確定

令和４年度
・モデル地区となる自治体５市町
において、国・自治体・民間企
業等（10団体）にてセンサを設
置し、実証実験を開始

令和５年度
・モデル地区となる自治体を５８
に拡大し、国・自治体・民間企
業等（26団体）にてセンサを設
置し、実証実験を継続

・必要に応じ、エリアを拡大

表示イメージ

浸水被害の把握
センサの特徴

官民連携による浸水域把握イメージ
堤防の越水・決壊などの状況や、地域における浸水状況の速やかな把握のため、浸水センサ
を企業や地方自治体等との連携のもと設置し、情報を収集する仕組みを構築

小型、⾧寿命かつ低コストで、堤防や流域内に多数の設置が可能な浸水センサ

活用イメージ

スケジュール

実証実験に用いている６種類の浸水センサ

（R６.1.４時点）

ワンコイン浸水センサ ～官民連携による流域の浸水状況把握～
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参考:中部管内の実証参加自治体（調整中含む）

岡崎市：49ヶ所（ センサ49基）
・損害保険ジャパン：11ヶ所（センサ11基）
・中央大学：1ヶ所（センサ1基）
・あいおいニッセイ同和損害保険：2ヶ所（センサ2基）
・セイコーインスツル：1ヶ所（センサ5基）
・京セラ：2ヶ所（センサ2基）
NTTインフラネット：1ヶ所（センサ10基）

豊田市：5ヶ所（センサ20基）
・日本工営：5ヶ所（センサ5基）

幸田町：5ヶ所（センサ20基）

大垣市：
・ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ：12ヶ所（センサ55基）

磐田市：10ヶ所（センサ10基）

函南町：10ヶ所（センサ10基）
・NSTG：3ヶ所（センサ3基）

津市：17ヶ所（センサ22基）
・AIG損害保険：1ヶ所（センサ1基）
・中央大学：2ヶ所（センサ6基）

桑名市：5ヶ所（センサ13基）
・中央大学：2ヶ所（センサ4基）

熊野市
・中央大学：2ヶ所（センサ2基）（調整中）

明和町：
・中央大学：1ヶ所（センサ1基）（調整中）

：～R5実証実験参加自治体
：R6実証実験参加自治体
：自販機搭載型センサ調整中

自治体名：センサ設置予定数
（内：自販機搭載型センサ設置状況）

令和6年3月15日時点

245ヶ所（センサ499基）
～R5：140ヶ所（センサ245基）
R6追加：105ヶ所（センサ255基）

牧之原市：
・中央大学：2ヶ所（センサ2基）

恵那市：1ヶ所（センサ10基）

四日市市：9ヶ所（センサ17基）
・四日市港管理組合：3ヶ所（センサ3基）

豊橋市：11ヶ所（センサ13基）

東海市：
・知多メディアス：3ヶ所（センサ5基）

鳥羽市：

浜松市：5ヶ所（センサ10基）

岐阜市：9ヶ所（センサ70基）

沼津市：19ヶ所（センサ36基）

土岐市：3ヶ所（センサ7基）

豊川市：7ヶ所（センサ42基）

清須市：10ヶ所（センサ11基）

※数量は一部調整中を含む

安八町：6ヶ所（センサ10基）

川根本町：1ヶ所（センサ3基）

三島市：12ヶ所（センサ12基）
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参考:令和６年度ワンコイン浸水センサ実証実験（公募）

〇公募期間（２次）：令和６年６月２０日（木）

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001227.html
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参考:ワンコイン浸水センサ実証実験に関する資料

■以下のWEBサイトにこれまでの実証実験の取組や公募に関する資料等を掲載しています。
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html

問合せ先：中部地方整備局 水災害予報センター（cbr-85onecoinsensor@gxb.mlit.go.jp）
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参考:令和６年度 ワンコイン浸水センサ実証実験

令和６年度実証実験で国交省が用意する対象の９社のセンサ

光陽無線（株）
／太陽誘電（株）

太平洋工業（株） リプロ（株） NTTインフラネット（株） 京セラコミュニケーションシステ
ム（株）／マスプロ電工(株) ニタコンサルタント（株）

※センサは旧タイプセンサ・
通信部

※表の朱書きは、令和６年度の実証実験において、追加となった対象センサ

センサメーカ 検知方式 浸水判定場所 通信方式 電池寿命 商用電源

光陽無線（株）/太陽誘電（株） 電波式 サーバ LTE等
8年

（センサ）
必要

（中継装置・通信装置）

太平洋工業（株） 圧力式 サーバ LTE-M
10年
（センサ）

必要
（中継装置・通信装置）

リプロ（株）
接触式 センサ Sigfox

5年
（センサ）

不要
（２点検知タイプ）

NTTインフラネット（株） フロート式 センサ LTE
10年

（通信装置）
不要

京セラコミュニケーションシステム（株）／
マスプロ電工（株）

接触式 センサ Sigfox
5年

（センサ）
不要

ニタコンサルタント（株）
接触式 センサ

特定省電力無線 5年
（通信装置）

必要
（通信装置）（モバイルルータタイプ） LTE

応用地質（株） フロート式 センサ LTE-M
５年

（通信装置）
不要

エヌエスティ・グローバリスト（株） 接触式 センサ LTE-M 電池による
必要

（通信装置）

旭光電機（株） 接触式 センサ

LTE-M 2年 不要

920MHz・Wi-Fi 10年
必要

（通信装置）

920MHz・LTE-M 10年
必要

（通信装置）

応用地質（株）

エヌエスティ・グ
ローバリスト（株）

旭光電機（株）

通信部

センサ部

センサ部
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参考:ワンコイン浸水センサ ～表示システム～

浸水センサ表示システムの表示事例
（イメージ）

浸水センサ

浸水センサ設置箇所が浸水している状況

浸水センサが浸水を検知した場合、
表示システムに浸水センサの浸水情報と
推定浸水エリアがリアルタイムで表示される ※システムは試行運用中であり、実証実験参加者のみに限定して公開中
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参考:ワンコイン浸水センサ実証実験 参加自治体

・
・

・

・
・

・

・自販機搭載型含む

令和6年1月4日時点
○参加自治体 :５８
○参加企業等 :２６
○センサ製造者 : ６
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参考:ワンコイン浸水センサ ～自動販売機搭載型のメリット～
独自センサの事例（中央大学研究開発機構・（一財）河川情報センター・大塚ウェルネスベンディング（株））

＜メリット１＞
浸水の有無が遠隔地のパソコンから把握できる

＜メリット２＞

電気代・センサ通信費・メンテナンス費用は自販機の収
益からまかなうため、自治体の負担はなし
【条件】
・営業エリアは全国
・１０本程度／日の販売本数が見込まれる
（商品を入れ替える業者の管理する自販機が近いとハードルが下がる）
（借地料によってはハードルが上がる）

＜メリット３＞
有事には自販機在庫を無償開放
【条件】

・施設管理者に自動販売機のカギを貸与し、自治体の判
断で飲料の無償配布が可能

市
章

【設置条件】
・土地所有者の設置許可（使用料は設置者が負担）
（公有地で 浸水センサ搭載型自動販売機 の入札があれば対応可能な企業が応札）
・設置場所決定から、通常2週間程度で生産、設置可能
（電気の引き込み、センサの設置位置、事務手続きによっては追加の時間を要します）
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参考:ワンコイン浸水センサ ～自動販売機搭載型（設置場所）～

岡崎市
・総合検査センター：センサ１基
・（追加設置調整中）

牧之原市
・（調整中）

津市
・市役所：センサ１基
・傳馬公園：センサ１基
・（長島遊館：センサ１基）

桑名市
・ふれあいプラザ：センサ１基
・一身田出張所：センサ３基
・（追加設置調整中）

熊野市
・（市役所（センサ１基）
・（山崎運動公園（センサ１基））

明和町
・（調整中）

令和5年2月1日時点
（括弧書きは調整中）
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参考:ワンコイン浸水センサ ～自動販売機搭載型（R5設置事例） ～

センサ（子機）を浸水想定箇所に設置し、自動販売機（親機）を離れた場所へ設置可能
【条件】
・センサと自動販売機の距離は、１０ｍまで設置可能
・自動販売機１台あたり、センサは３台まで設置可能

＜道路側 子機 浸水センサ＞ ＜浸水センサ３段＞

通信部分

５㎝

１５㎝

２５㎝

子機
浸水センサ

親機
浸水センサ

＜自動販売機側 浸水センサ １段＞
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（７）水防の見える化（活動報告）（3-B）
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（８）浸水想定区域図・ハザードマップの空白域の解消（1-A）1/2
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（８）浸水想定区域図・ハザードマップの空白域の解消（1-A）2/2
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（９）まるごとまちごとハザードマップの推進（1-K）
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（10）マイ・タイムラインの取組・支援（2-E）
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（11）IDR4Mの社会実験の実施について（1-D）1/18

社会実験(BRIDGE)へのご協力のお願い

市町村災害対応統合システム(IDR4M)の導入

(一財)河川情報センター

1. BRIDGEについて
2. 市町村災害対応統合システムIDR4Mの概要
3. BRIDGEの進め方
(参考資料)IDR4Mの活用実績・検証結果
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【目的】
SIP第2期※1）において開発されたIDR4Mを、BRIDGE※2）において国、都道府県、市区町村と連携し

て流域全体のシステムに改良し、流域全体を統合した水害リスク情報を提供することにより、流域治水の
推進を加速化する。

※1）戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期『国家レジリエンス（防災・減災）の強化』のテーマ７「市町村災害対応統合システムの開発」
※2）研究開発成果の社会実装への橋渡しプログラム（BRIDGE）『IDR4Mの全国展開の加速化プロジェクト』

【期間】
令和5年度～7年度の３か年を予定

【施策内容】
 IDR4Mを全国に普及。
実証実験により課題を抽出・改良を行い、IDR4Mの使いやすさを向上させます。
自治体が既に所有している防災システムへのデータ配信(API)提供の実証実験を行います。
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実施体制

内閣府
「研究開発とSociety 5.0との橋渡しプログ
ラム（BRIDGE）」

国交省
「 IDR4Mの全国展開の加速化プロ
ジェクト」

河川砂防技術研究開発公募
・SIP社会実装部門
・R５年度より３年間

参考１）内閣府HP  
BRIDGEについて:

https://www8.cao.go.jp/cstp/bridge/index.html
BRIDGEにおける「

https://www8.cao.go.jp/cstp/bridge/keikaku/33_bridge.pdf
参考２）国土交通省HP

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/SIP/index.html
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表 導入調整状況

№ 地整 事務所 導入流域

1 北海道 帯広開発建設部 十勝川流域
2

関東 利根川下流河川事務所 利根川下流域
3 下館河川事務所 ⿁怒川・小貝川流域
4

近畿 福知山河川国道事務所 由良川流域
5 姫路河川国道事務所 加古川流域
6 中国 岡山河川事務所 高梁川流域
7

九州 八代河川事務所 球磨川流域
8 武雄河川事務所 六角川流域

●１年目(R5年度実績）
 ５地整（北海道開建，関東・近畿・中国・九州地整）の８流域でIDR4Mを構築．

●２年目(R6年度計画）
 全地整の少なくとも１流域以上に導入する．
 未導入地整（東北・北陸・中部・四国地整）では，導入流域を選定し，IDR4Mの有用性を検証する
モニタリング市町村を設定．

 減災対策協議会や流域治水協議会を通じて流域へのIDR4M導入を周知し，活用を推進する．
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16:00
(現在時刻)

22:00
(6時間先の予測)

避難指示を発令する市町村長にとって現状とは・・・
① とりあえず全域に避難指示を発令するということがないよう、どの地区で災害リスクが高まっているのかがわかる情報が欲しい。

② 急に「警戒レベル３」相当と言われたときでも、時間に余裕をもって避難指示相当の状況に達する見込みがわかるようにしてほしい。

③ 避難情報を発令する頃は役場も大変な状況なので、その意思決定に必要な情報を一度にまとめて見られるようにしてほしい。

IDR4Mが提供する情報

A市長の体験談

② 6時間※先までの災害リスクの推移を10分
更新で表示

IDR4Mの6時間先までの予測に
より早めに準備、発令が可能と
なり、住民の余裕を持った避難
につながるのでありがたい。

① 小エリアごとの災害リスクの状況を地図や
一覧表で表示

IDR4Mの小エリアごとの災害リ
スク情報により、より多くの住
民の避難行動につながるきめ細
かい発令ができる。

B市長の体験談

WEBブラウザ上で利用可能。
IDとパスワードがあれば、いつでも、どこでも情報を入手可能

③ 降雨や水位予測、気象警報や警戒情報など
避難指示の意思決定に必要な情報をまとめ
て表示

1つの画面で雨や水位などの情報が
見られるので使いやすい。

C市防災担当者
の体験談

IDR4Mに様々な情報を集約

気象情報 水位情報

(降雨予測等) (川の防災情報等)

基礎情報 ﾘｱﾙﾀｲﾑ情報

(浸水想定区域等)(気象庁発表情報等)

※土砂災害ハザードは12時間先まで
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① ハザード等の予測情報の提供:6時間先までのハザード・災害リスク・判断支援情報をタイムスライダー
バーにより自在に地図上に表示します

② ポータルサイトとしての活用:避難判断に必要な気象災害情報等をウェブブラウザで閲覧できます
③ 発令地域ごとの災害リスク提供:市区町村ごとに任意のエリアで発令地域を表示します（例:学校区・
町丁目等）

9/5 14:45 大雨特別警報発表

9/5 13:55 大雨警報発表

発表履歴

地域の脆弱性
住民が最寄りの避難所に向かう際の避難所要時間
を基にした避難のしにくさを表示します

ハザードと地域
の脆弱性を総合
して災害リスク
を評価

災害リスク
住民の避難行動開始の必要性を
表示します

発令地区
単位に
集約

降水量

①ハザード等の予測情報の提供 ②ポータルサイトとしての活用
ポータルサイトとして降水量、河川水位、気象警報等の集約表示できます

9/5 12:28 大雨注意報発表

河川水位 気象警報

③発令地域ごとの災害リスク提供ハザード（洪水）
直轄河川の洪水発生の範囲・
規模を予測・表示します

ハザード（土砂災害）
降雨による土砂災害発生の
危険度を予測・表示します
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① 洪水ハザードは国土交通省の水害リスクライン及び浸水想定区域データを活用、6時間後までに予測され
る水位情報を基に、越水・破堤したことを想定した浸水範囲を提示します。

② H.W.L.(計画高水位)の超過を氾濫発生のトリガーとして、時系列の浸水深を表示します。

①堤内地側の浸水リス
クを提示
⇒次ページ左図参照

15.00k 14.75k
14.50k

14.25k

14.00k

13.75k

13.50k

13.25k

13.00k

【表示中】
水害リスクライン
浸水リスク
想定破堤箇所
距離標

予測は水害リスクラインに準じて6時間先まで
メッシュの大きさは50mメッシュ

14.75k
14.50k

14.25k

13.75k

13.50k

13.25k

13.00k

14.00k

15.00k

②浸水発生モード
想定破堤箇所(水位が堤防高超とな
り洪水発生のおそれ)がある箇所に
×印を付け、これをクリックする
と「浸水発生モード」に移行
⇒次ページ右図参照

洪水ハザードの計算方法 水害リスクライン(参考)

①水害リスクラインから
距離標ごとの水位を取得
(現在～６時間後の観測・計算水位)

②距離標ごとに氾濫発生を判定
(水位がH.W.L.を超過するか)

【活用している情報】
 水害リスクライン
 浸水想定区域データ
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Lv3範囲の増加に応じて、
浸水範囲も拡大して表示

Lv3、Lv4の範囲が連続するような場合、浸水
範囲はよりLvが高いものを優先して表示

2時間後の予測

4時間後の予測

6時間後の予測

時間
経過

状況
悪化

②堤内地側の浸水リスクを提示
⇒水害リスクラインがLv3以上となった範囲を
対象として、堤防高を超過した場合にその時
点から6時間後に想定される浸水範囲を表示。

③浸水発生モード
想定破堤箇所(水位が堤防高超となり災害発生のおそれ)が
ある箇所に×印を付け、これをクリックすると「浸水発生
モード」に移行

表示イメージ 水位が堤防高超となり
災害発生のおそれ発生

×をクリックし、浸水
発生モードに移行

画面移行

破堤0時間後

破堤12時間後 最大浸水域破堤12時間後までの
時系列浸水深が確認可能

最大の浸水域についても
連続して確認可能

早期の避難判断を促すための情
報として、12時間先までを提供
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1. 導入流域を選定
 河川事務所にご協力をお願いし、IDR4Mの導入対象とする流域を選定
 河川事務所に対しては、IDR4Mのシステム説明をFRICSにて実施
 IDR4Mのシステムモニタリングをお願いする市町村を選定(1市町村を想定)

2. データの収集
 浸水想定区域データの情報提供を依頼
 水害リスクラインの使用許諾の覚書の取り交わし
 都道府県にCLデータの提供を依頼

3. モニタリング市町村へのお願い
 モニタリング市町村に対しては、IDR4Mのシステム説明をFRICSにて実施
 市町村に避難所・発令地域等のデータ提供を依頼

4. システム構築
 FRICSにて、収集したデータを基にIDR4Mを構築
 システム構築後、河川事務所・市町村に対して説明会を実施

5. 減災対策協議会等での周知
 減災対策協議会等で、IDR4Mの実証実験の実施を周知

6. 実証実験（実務訓練・実災害）
 強い雨の予測時や水位上昇時等にIDR4M画面を確認
 出水期を通じてシステムを閲覧していただき、課題・意見等をヒアリングまたはアンケートを実施
 課題・意見はシステムに反映し、IDR4Mの改良を進める
 河川管理者と市町村間のホットラインへの活用

59



（11）BRIDGEの進め方（1-D） 10/18

2024年度 2025年度
出水期

【河川事務所】
・洪水ハザードの構築
⇒浸水想定区域(L1,L2)データ

4月 ～ 6月 ～ 11 月～ 3月 4月 5月 10月以降

【モニタリング自治体】
・災害リスクの構築
⇒自治体からの収集情報

(避難所・発令地域等)

選定

データ収集

データ収集

地域の脆弱性システム構築

洪水ハザードシステム構築

【河川情報ｾﾝﾀｰ等】
・IDR4M全体の
システム構築

提供画面構築

土砂災害ハザードシステム構築

導入・操作説明等※
意見ﾋｱﾘﾝｸﾞ･
ｱﾝｹｰﾄ等実施

IDR4M稼働

IDR4M稼働

ご意見による
IDR4M

システム改良

意見ﾋｱﾘﾝｸﾞ･
ｱﾝｹｰﾄ等実施導入・操作説明等※

ﾃﾞｰﾀ
収集

ﾃﾞｰﾀ
収集

【凡例】
ご協力・ご参加
いただきたいこと

データ収集

システム構築
※年度末・年度初めは避ける

実証実験
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

実証実験
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

実証実験
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

2023年度

12月 1月 2月 3月
【減災対策協議会】

ＰＲ ＰＲ
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集落単位で発令
（手書き）

小学校区単位で発令
(GISデータ)

IDR4M構築には以下の情報を使用しており、各関係機関より収集させていただきます。
データの収集にあたっては、所定のデータ提供依頼書、覚書を取り交わします。

国 :洪水ハザードの評価に必要な情報として、水害リスクライン、浸水想定区域データを
提供いただきます。

都道府県:土砂災害ハザードの評価に必要な土砂災害警戒情報発表基準(CL)データを提供いただきます。

市町村 :地域の脆弱性、災害リスク、判断支援、観測・警戒情報に基づく判定に必要となります、
下表の項目の情報提供をお願いします。

発令単位の例
項目名 内容
避難所情報 最新の避難所名称、位置（緯度経度）、種別

避難判断情報の
発令基準

見直し中の発令基準も含む

発令地域の一覧
（発令単位）

発令地域の名称および管理番号※１、その範囲
が分かる情報※２

※１:○○小学校区、△△町や□□組等と、
ユニークな番号

※２:GISのポリゴンデータまたは手書き
した紙地図など

その他公表情報:（一財）河川情報センターにて以下を収集。
国土数値情報・・・土砂災害警戒区域等
e-Stat・・・国勢調査人口分布（人口、高齢者）
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20mm以上の降雨が9時
間続き、その間の総雨
量が約350mmに達した

福岡県東峰村

英彦山雨量観測所

英彦山雨量観測所
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出典:国土交通省 庄内川河川事務所HP 水害版BCPセミナー
『https://www.cbr.mlit.go.jp/shonai/bcpseminar/』 69
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